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新人歓迎！ 

 組合への参加を！ 皆様、それぞれのお仲間の勧誘をお願いいたします。 

大学は新年度を迎え、新たな教員メンバーを迎えました。組合は連帯して身を守る場です。 

1. 賃金：賃金(ボーナスを含め)や手当が切り下げられないよう取り組んでいます。 

2. 任期制問題：講師以上の職についての任期制廃止を実現しました。 

3. 労働時間管理の適切なありかたについて。 

4. 学問の自由。教員組合は、学問の自由をはじめとする教員の学問・教育面での権利の保障、適切な大学自

治の実現に努めています。 

こうした取り組みがどれくらいうまくいくかは、組合への教員のみなさんの参加、結集にかかっています。

労働協約は法的に保障されたものになりますが、厳密には組合員にのみにその効力は適用されます。組合

内には顧問弁護士もおり、審議により必要と認められる場合、組合として組合員個々人のために団体交渉や訴

訟を行うことも可能です。 

是非とも新人、未加入のかたに組合に興味を持っていただきたいです。執行委員会では、参考のための組合

紹介チラシと入会のご案内を配布しています。組合員のかたには、新人、未加入のかたに組合の魅力やメリッ

トを紹介されるよう、また、関心を持った方には加入を誘ってくださるよう、よろしくお願いいたします。 

 

定期総会が開かれる 

 2023 年 2 月 2 日（木） 18:00 より Zoom にて，2022 年度下期の定期総会が開催されました。出席者は 11

名（途中参加を含めて 12 名）でしたが，開催時点で委任状 40 通を含めて 51 名の出席となり総会の成立要件

（組合員数 95 名の過半数）を満たしていることを確認しました。出席者の中から，国際商学部・随先生を総

会議長として選出し議事進行を行なっていただきました。 

下期の活動報告と執行委員会報告，2022 年度の決算報告と会計監査報告が行われ，2023 年度上期の活動方



針，2023 年度の予算案，次期執行委員の候補者と選挙日程および会計監査委員の了承といった定例の議案が

審議され，一部修正や委員長委任の条件付きでおおむね原案が可決されました。また，今期の総会では，活動

方針の中でも特に喫緊の課題について「特別審議」として議論していただき，以下の項目について重点的に大

学法人との折衝・団体交渉に臨むことを了承していただきました。 

1. 「賃金水準の維持・向上」に掲げたベースアップまたは一時金支給を要求すること 

2. 「任期制の撤廃」に関し，令和 5 年 4 月に採用予定の人事に関し，講師以上の職位にもかかわらず，恣意

的な有期雇用が行われるとの情報がある。経緯の確認・説明を求めるとともに早期の無期雇用転換を要求

すること 

3. 「教育環境と待遇の改善」に関し，PE インストラクターおよび無期雇用に転換したものの学部に所属して

いない教員（PE シニアインストラクター，日本語教育担当准教授）の待遇の改善を要求すること 

（１）賃金に関すること（昇給・賞与の支給） 

（２）研究環境に関すること（研究費の担保） 

（３）常勤教員としての地位の確保 

活発な議論・意見交換が行われたこともあり，総会は 2 時間を超えて 20:20 に閉会となりました。 

 

執行委員選挙・役員選出 

執行委員の一部の任期満了にともない、選挙がおこなわれ、２月 16 日の開票により新しい 5 名のかたが新

執行委員に選出されました。同日開催された執行委員会会議において互選により役員が選出されました。 

そのうち、書記長には随清遠（国際商学部）が選出されました。なお、委員長は岩崎徹（国際教養学部）が、

副執行委員長は一色正之（理学部）が引き続きつとめます。今期の執行委員会をよろしくお願いします。 

 

事業場過半数代表者選出 

法定労働時間を超えた時間外の労働が過重にならないよう防止する法律（労働基準法３６条）に基づく労使

間の協定（３６協定）に関連して、八景キャンパス過半数代表者に岩崎徹先生が信任されました。任期はこの

３月より 1 年です。 

 

36 協定が締結されました 

 36 協定は労働者として、職員の超過勤務を一定の制限範囲内で認める協定です。本学で協定を締結する主

体は、法人と、八景事業場の過半数代表者となりますが、協定内容については、職員組合と教員組合の了解を

得ることが、八景事業場での了解事項となっています。 

3 月 23 日、過半数代表者と当局との間で 4 月 1 日からの新たな 36 協定が締結されました。それに先立ち、

当局から「労基署からの指導を踏まえ協定の期間をこれまでの半年から一年に変更したい」旨の打診を受けた

ため、両組合で慎重審議をしたうえで、超過勤務状況等を含む定期協議の場は従前どおり半年ごとに設けるこ

とを条件に、合意にいたりました。 

  



全大教の地区単組代表者会議・公立大学協議会総会に参加しました 

わたしたちの組合が参加している全国組織である全大教（全国大学高専教職員組合連合）では、定期大会の

ほかにも、運動と交流のための各部門・地区の会議があります。 

 そのうち、関東甲信越地区の各組合の代表の会議（単組代表者会議）が２月 19 日に催され、また、全大教

に参加する公立大学の組合の連携組織（公立大学協議会）の総会が 3 月 27 日にあり、当組合からも代表が出

席しました。それぞれにおいて組織運営のための協議のほか、大学自治や期限付き雇用問題、運営交付金の問

題、賃金問題など、共有すべき課題について、全大教の中央執行委員会も加わって、全国と各組合の状況や取

り組みを報告しあい、交流しました。認識を共有しながら知恵を出し合って交流するこのような機会が重要で

あることが確認されました。（詳細は配布の『全大教新聞』をご覧ください。） 

 

日本学術会議をめぐる問題について 

日本学術会議は科学者の代表機関として、日本において大学も研究・学問全体のいとなみにとって重要な役

割を果たしています。ご存じのように、２０２０年９月、その日本学術会議において推薦された会員候補のう

ち６名の任命を、菅義偉首相（当時）が拒否するという異例の事態が起き、これに対して日本学術会議がそれ

らの候補の任命を政府に求めるなど、大きな問題になりました。全大教も、学問の自由の原則に関わる重要な

問題としてとらえ、声明を発表するなどの対応をしており、当組合としてもこの問題に注意を向ける方針を確

認しています。 

 現在に至っても、上記の６名のかたは会員に任命されておらず、この問題は解決されていません。そして、

昨年政府は、個々の会員の任命に留まらず、日本学術会議の制度を根底的に変更する案を政府はまとめまし

た。すなわち、内閣府は昨年１２月に、日本学術会議の「改革」をめざすとする法律改正の方針案を提示し、

現在、その方針に基づく国会への法案上程に向けて政府が準備を進めている模様です。 

 日本学術会議は、学問の自由に基づき、方針や人選が政府の干渉を受けることのないよう、会員を実質的に

は自主的に選任するなどの制度的原則が法的に保障されてきました。上記の任命拒否の問題は、この法的原則

に関わる問題なのですが、今般の政府の法律改正方針はこの点に関連して重大な内容となっています。政府方

針では、日本学術会議の会員選定にあたって「第三者」が関わることなどを内容としています。このような制

度改変が行なわれると、学術会議における会員選定に「第三者」なる組織を通じて政府が影響力を及ぼす、す

なわち干渉することになりはしないか、ということが現在論議されています。 

 法案はまもなく国会に提出される可能性があり、わたしたちの組合としてもさらに注意深く、この問題を注

視し、検討していくべきではないでしょうか。 

 

サークル支援事業について 

 サークル支援事業は、組合の福利厚生の一つで、組合員のサークル活動にたいして必要な費用の一部を援助

する事業です。申請書の提出が必要です。今年度のサークル支援事業では教職員サッカー部が助成を受けまし

た。代表の本多尚先生にサークルの紹介文を書いていただきましたので、掲載します。 

 

まずは、サークル活動の助成金を頂きありがとうございました。これまで教員組合から何度も助成金を頂い

ており、ボールやビブスの購入に使用してきました。今年度頂いた助成金は、金沢文庫にある屋外フットサル

コートの使用料の一部に使わせて頂きました。コロナ禍前は、週に 1 回、お昼休みに市大体育館で活動してい

ました。コロナ禍により自粛していましたが、2022 年 5 月下旬に試験的に屋外で活動し、問題ないことを確

かめました。しかし、コスト的な部分で今年度の活動はこの 1 回だけとなりました。 

 さて、横浜市立大学サッカー部の歴史を簡単に紹介すると、吉岡直人先生が創始者だと思います。吉岡先生

の記録をたどると 1994 年の活動報告があります。J リーグより古い部です。2002 年に本多が引き継いでから

若い（20 年前は）先生も加わりましたが、年を重ねるごとに平均年齢だけが上がってしまいました。 

 コロナ前は、学生と一緒に週 1 回、お昼休みに汗を流していました。自身の研究室以外の学生や他学系の学



生とコミュニケーションできるので、多くの学生と信頼関係を育むことができました。もちろん教員間もで

す。これは学生にとっても教員にとっても心身の健康につながっています。2023 年 5 月 8 日以降、大学の体

育館で活動を再開したいと思います。初心者大歓迎です。学生と一緒に青春したい方、お声をかけて下さい。 

 

・参加問い合わせ先：本多尚 hhonda@yokohama-cu.ac.jp 

 

生協からのお願い 

 教職員・学生によって担われ、大学メンバーの福利厚生や研究支援に役立っている生協の活動は、本組合の

目標と一致しています。続くコロナ禍のなかで生協からは次のような呼びかけがなされていますので、ここに

掲載してお示しします。 

・学内人口に合わせた営業時間での運営を行っています。ご理解をお願いいたします 

・生協食堂・購買部の積極的なご利用をお願いいたします 

・横浜市大生協へ未加入の先生方、ご加入をお願いいたします 

（横浜市立大学生活協同組合ホームページ）https://www.univcoop.jp/ycu/ 

（生協営業時間）https://www.univcoop.jp/ycu/time/index.html 

（生協加入手続きフォーム） https://www.univcoop.jp/ycu/coop/added-form/ 

（生協への問合せフォーム）https://text.univ.coop/mfp415toi/ycu01res.html 

八景購買書籍部 注文相談メールアドレス hakkei-shop@ycucoop.or.jp 

福浦購買書籍部 注文相談メールアドレス fukuura-sb@ycucoop.or.jp 

 

就任挨拶 

書記長 随清遠 

このたび、組合書記長に就任した国際商学部の随と申します。組合員の皆さんに信任をいただき、心より感

謝しております。横浜市立大学に赴任してから、二度目の大任です。法人化の際もそうでしたが、労働者とし

ての教員の権利及び福利を守るために、組合の存在は非常に重要です。これからも、組合員の権利を守り、組

合の役割と責任を十分に果たせるよう、つとめていきたいと思います。 

皆様のご支援とご協力をよろしくお願い申し上げます。 
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  本紙と組合活動へのご意見、ご要望、情報提供は下記メールアドレスまたは、 

  組合事務室までお寄せください。 

郵便物宛先 

     〒236-0027 横浜市瀬戸 22－2 横浜市立大学内・教員組合事務室 

メールアドレス 

  kumiai@yokohama-cu.ac.jp 


